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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第67期
第２四半期
連結累計期間

第68期
第２四半期
連結累計期間

第67期

会計期間
自　2017年４月１日
至　2017年９月30日

自　2018年４月１日
至　2018年９月30日

自　2017年４月１日
至　2018年３月31日

売上高 （千円） 7,627,102 7,212,147 15,399,061

経常利益 （千円） 37,104 47,615 107,872

親会社株主に帰属する四半期　

（当期）純利益
（千円） 31,728 116,623 120,212

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 59,512 139,747 123,663

純資産額 （千円） 3,257,807 3,428,248 3,321,715

総資産額 （千円） 8,892,130 8,753,994 9,066,937

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 47.83 175.84 181.24

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 36.6 39.2 36.6

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 278,976 92,487 308,510

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △9,614 △6,826 △63,985

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △29,832 △29,271 △31,205

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 632,302 662,481 606,092

 

回次
第67期
第２四半期
連結会計期間

第68期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自　2017年７月１日
至　2017年９月30日

自　2018年７月１日
至　2018年９月30日

１株当たり四半期純利益 （円） 20.51 20.96

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

　　　　　しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

４．当社は、2018年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。前連結会計年度

の期首に当該株式併合が行われたと仮定して、１株当たり四半期（当期）純利益を算定しております。

５．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、前第２四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営指

標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

 

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

　なお、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、財政状態については遡及処理後の前連結会計年度末の数値で比較を行ってお

ります。

 

(1）財政状態及び経営成績の状況

　当第２四半期連結累計期間における我が国経済は、堅調な海外経済と国内金融政策を背景として、総じて緩やか

な回復基調が続きましたが、原油価格の上昇や米国の保護主義的通商・外交政策による世界規模の貿易収縮が懸念

され、予断を許さない状況となっております。

　紙業界におきましては、相次いだ自然災害によるインフラ停止や物流の寸断により、今なお在庫のタイト感とし

て影響が残っており、原材料価格や物流費の上昇と合わせ、価格政策の動向が注視されるところであります。

　このような状況下で当社グループは、加速する国内紙需要の減少と更なる市況軟化という大変厳しい環境のも

と、引き続き顧客ニーズにきめ細かく対応する営業活動により適正価格販売に注力してまいりました。

　その結果、販売数量は、印刷用紙がほぼ前年並みとなりましたが、情報用紙は減少しました。売上高は、印刷

用紙・情報用紙ともに前年を下回りました。

　利益面では、売上減により売上総利益が前年を下回りましたが、諸経費の削減と物流子会社の業績により、営業

利益、経常利益は改善しました。また、当期において回収可能性があると判断された繰延税金資産81百万円を計上

したことにより、親会社株主に帰属する四半期純利益は増益となりました。

　この結果、当第２四半期連結累計期間の財政状態及び経営成績は、以下のとおりであります。

 

①　財政状態

　当第２四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べて312百万円減少し、8,753百万円と

なりました。これは主に、受取手形及び売掛金が415百万円減少し、繰延税金資産が81百万円増加したためであ

ります。

　当第２四半期連結会計期間末における負債は、前連結会計年度末に比べて419百万円減少し、5,325百万円と

なりました。これは主に、支払手形及び買掛金が374百万円減少しためであります。

　当第２四半期連結会計期間末における純資産は、前連結会計年度末に比べて106百万円増加し、3,428百万円と

なりました。これは主に、利益剰余金が83百万円増加したためであります。

 

②　経営成績

　当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高7,212百万円（前年同期比5.4％減）、営業利益27百万円（前年同

期比35.1％増）、経常利益47百万円（前年同期比28.3％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益116百万円

（前年同期比267.6％増）となりました。

 

　セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

（洋紙卸売事業）

　売上高は7,148百万円（前年同期比5.5％減）、セグメント利益（営業利益）は167百万円（前年同期比9.5％増）

となりました。

（不動産賃貸事業）

　売上高は61百万円（前年同期比0.0％増）、セグメント利益（営業利益）は21百万円（前年同期比3.4％減）

となりました。

（物流事業）

　売上高は159百万円（前年同期比6.1％増）、セグメント利益（営業利益）は16百万円（前年同期比53.6％増）

となりました。
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(2）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度に比べ56

百万円増加し、662百万円となりました。

 

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は92百万円（前年同期は278百万円の獲得）となりました。これは主に、税金等調

整前当期純利益の計上及び売上債権及び仕入債務の減少等によるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は６百万円（前年同期は９百万円の使用）となりました。これは主に、有形固定資

産の取得による支出等によるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は29百万円（前年同期は29百万円の使用）となりました。これは主に、配当金の支

払によるものであります。

 

(3）経営方針・経営戦略等

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更は

ありません。

 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(5）研究開発活動

　該当事項はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 20,000,000

計 20,000,000

（注）　2018年６月28日開催の第67回定時株主総会において、株式併合に関する議案が承認可決されております。

これにより、株式併合の効力発生日（2018年10月１日）をもって、発行可能株式総数は、18,000,000株減少し

2,000,000株となっております。

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2018年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2018年11月９日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 7,353,443 735,344

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

100株

計 7,353,443 735,344 － －

（注）１．2018年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。これにより、発行済株式

総数は、6,618,099株減少し735,344株となっております。

２．2018年６月28日開催の第67回定時株主総会において、株式併合に関する議案が承認可決されております。

これにより、株式併合の効力発生日（2018年10月１日）をもって、単元株式数が1,000株から100株に変更と

なっております。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
 発行済株式総
 数増減数
（株）

 発行済株式総
 数残高（株）

 資本金増減額
（千円）

　資本金残高
（千円）

 資本準備金増
 減額（千円）

 資本準備金残
 高（千円）

2018年７月１日～

2018年９月30日
－ 7,353,443 － 2,381,052 － －

（注）　2018年６月28日開催の第67回定時株主総会決議により、2018年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で

株式併合を行い、発行済株式総数は、6,618,099株減少し735,344株となっております。
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（５）【大株主の状況】

  2018年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

日本製紙株式会社 東京都千代田区神田駿河台４－６ 1,264 19.07

日本紙通商株式会社 東京都千代田区神田駿河台４－６ 783 11.81

日本紙パルプ商事株式会社 東京都中央区勝どき３－12－１ 715 10.79

国際紙パルプ商事株式会社 東京都中央区明石町６－24 441 6.65

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１－１－２ 182 2.74

巣鴨信用金庫 東京都豊島区巣鴨２－10－２ 180 2.71

株式会社きらぼし銀行 東京都港区南青山３－10－43 131 1.99

郡司　光太 東京都渋谷区 106 1.60

新生紙パルプ商事株式会社 東京都千代田区神田錦町１－８ 105 1.59

三井住友信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１－４－１ 79 1.19

計 － 3,988 60.15

（注）　2018年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っておりますが、上記所有株式数について

は、当該株式併合前の所有株式数を記載しております。

 

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

2018年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式      721,000
－

株主としての権利内容に制限

のない、標準となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式    6,611,000 6,611 同上

単元未満株式 普通株式       21,443 － 同上

発行済株式総数 　　　　　　　7,353,443 － －

総株主の議決権 － 6,611 －

（注）１．2018年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。これにより、発行済株式

総数は、6,618,099株減少し735,344株となっております。

２．2018年６月28日開催の第67回定時株主総会において、株式併合に関する議案が承認可決されております。こ

れにより、株式併合の効力発生日（2018年10月１日）をもって、単元株式数が1,000株から100株に変更と

なっております。
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②【自己株式等】

2018年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社共同紙販ホール

ディングス

 

東京都台東区北上野

一丁目９番12号 721,000 － 721,000 9.81

計 － 721,000 － 721,000 9.81

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2018年７月１日から2018

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、永和監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2018年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 606,092 662,481

受取手形及び売掛金 ※３,※６ 3,843,663 ※３,※６ 3,427,787

商品 832,806 893,650

未収入金 ※４ 491,952 ※４ 432,048

その他 43,128 33,464

貸倒引当金 △1,150 △1,709

流動資産合計 5,816,493 5,447,723

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 968,884 943,787

機械装置及び運搬具（純額） 21,104 23,800

土地 1,122,057 1,122,057

その他（純額） 19,855 16,019

有形固定資産合計 2,131,900 2,105,664

無形固定資産   

のれん 398,570 378,642

その他 11,115 7,537

無形固定資産合計 409,686 386,179

投資その他の資産   

投資有価証券 ※１ 383,287 ※１ 414,113

出資金 ※５ 215,341 ※５ 215,341

繰延税金資産 36,175 118,165

その他 ※２ 74,051 ※２ 66,805

投資その他の資産合計 708,855 814,426

固定資産合計 3,250,443 3,306,270

資産合計 9,066,937 8,753,994

 

EDINET提出書類

株式会社共同紙販ホールディングス(E02711)

四半期報告書

 9/21



 

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2018年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※５,※６ 5,169,035 ※５,※６ 4,794,037

賞与引当金 34,209 17,600

その他 196,256 166,684

流動負債合計 5,399,500 4,978,321

固定負債   

退職給付に係る負債 317,621 313,846

その他 28,100 33,577

固定負債合計 345,721 347,424

負債合計 5,745,221 5,325,745

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,381,052 2,381,052

資本剰余金 776,560 776,560

利益剰余金 460,611 544,073

自己株式 △261,542 △261,595

株主資本合計 3,356,682 3,440,091

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △35,743 △12,570

その他の包括利益累計額合計 △35,743 △12,570

非支配株主持分 776 727

純資産合計 3,321,715 3,428,248

負債純資産合計 9,066,937 8,753,994
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　2017年４月１日
　至　2017年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年９月30日)

売上高 7,627,102 7,212,147

売上原価 6,652,172 6,253,864

売上総利益 974,929 958,282

販売費及び一般管理費   

役員報酬及び給料手当 357,035 345,588

賞与引当金繰入額 25,061 16,660

退職給付費用 20,260 21,578

減価償却費 26,274 25,864

その他 526,016 521,182

販売費及び一般管理費合計 954,648 930,873

営業利益 20,281 27,409

営業外収益   

受取利息 24 8

受取配当金 15,649 15,939

設備賃貸料 3,728 3,790

貸倒引当金戻入額 46 －

その他 1,587 4,232

営業外収益合計 21,037 23,970

営業外費用   

手形売却損 2,745 2,504

支払手数料 1,000 1,000

その他 469 259

営業外費用合計 4,215 3,764

経常利益 37,104 47,615

特別利益   

投資有価証券売却益 4,415 －

固定資産売却益 － 649

特別利益合計 4,415 649

特別損失   

固定資産除却損 － 78

特別損失合計 － 78

税金等調整前四半期純利益 41,519 48,186

法人税、住民税及び事業税 10,390 13,601

法人税等還付税額 △482 －

法人税等調整額 △59 △81,989

法人税等合計 9,848 △68,387

四半期純利益 31,671 116,574

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △57 △48

親会社株主に帰属する四半期純利益 31,728 116,623
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　2017年４月１日
　至　2017年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年９月30日)

四半期純利益 31,671 116,574

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 27,841 23,173

その他の包括利益合計 27,841 23,173

四半期包括利益 59,512 139,747

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 59,569 139,796

非支配株主に係る四半期包括利益 △57 △48
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　2017年４月１日
　至　2017年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 41,519 48,186

減価償却費 37,275 36,892

のれん償却額 19,928 19,928

貸倒引当金の増減額（△は減少） △46 559

賞与引当金の増減額（△は減少） △14,380 △16,609

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △4,202 △3,774

受取利息及び受取配当金 △15,674 △15,948

投資有価証券売却損益（△は益） △4,415 －

固定資産売却損益（△は益） － △649

固定資産除却損 － 78

売上債権の増減額（△は増加） 232,746 415,875

たな卸資産の増減額（△は増加） △11,366 △60,843

未収入金の増減額（△は増加） 38,640 59,904

その他の資産の増減額（△は増加） 7,095 7,783

仕入債務の増減額（△は減少） △50,469 △374,998

未払金の増減額（△は減少） △373 △2,038

未払消費税等の増減額（△は減少） △18,274 △8,483

その他の負債の増減額（△は減少） 13,489 △12,423

小計 271,492 93,440

利息及び配当金の受取額 15,674 15,948

法人税等の還付額 2,362 1,880

法人税等の支払額 △10,553 △18,781

営業活動によるキャッシュ・フロー 278,976 92,487

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △20,315 △7,068

有形固定資産の売却による収入 － 650

投資有価証券の取得による支出 △7,913 △7,653

投資有価証券の売却による収入 18,143 －

貸付金の回収による収入 472 1,042

ゴルフ会員権の売却による収入 － 6,050

敷金の回収による収入 － 153

投資活動によるキャッシュ・フロー △9,614 △6,826

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 △327 △53

配当金の支払額 △28,508 △28,607

リース債務の返済による支出 △996 △610

財務活動によるキャッシュ・フロー △29,832 △29,271

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 239,529 56,389

現金及び現金同等物の期首残高 392,772 606,092

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 632,302 ※１ 662,481
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

　該当事項はありません。

 

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

　該当事項はありません。

 

（会計方針の変更）

　該当事項はありません。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

　該当事項はありません。

 

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負

債の区分に表示しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※１　関連会社に対するものは、次のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2018年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（2018年９月30日）

投資有価証券（株式） 1,000千円 1,000千円

 

※２　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2018年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（2018年９月30日）

投資その他の資産 2,257千円 3,231千円

 

※３　受取手形裏書譲渡高及び手形債権流動化による譲渡高は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2018年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（2018年９月30日）

受取手形裏書譲渡高 154,380千円 134,023千円

手形債権流動化による譲渡高 1,301,328千円 1,183,316千円

 

※４　手形流動化による受取手形譲渡代金未収金は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2018年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（2018年９月30日）

未収入金 325,938千円 291,419千円

 

※５　担保に供している資産及び担保付債務は、次のとおりであります。

担保資産

 
前連結会計年度
（2018年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（2018年９月30日）

出資金 213,551千円 213,551千円

 

担保付債務

 
前連結会計年度
（2018年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（2018年９月30日）

買掛金 136,494千円 128,127千円
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※６　四半期連結会計期間末日満期手形

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。

なお、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が

四半期連結会計期間末日残高に含まれております。

 
前連結会計年度
（2018年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（2018年９月30日）

受取手形 62,278千円 54,071千円

支払手形 6,824千円 10,075千円

 

　７　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行４行と当座貸越契約を締結しております。これらの

契約に基づく借入未実行残高は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2018年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（2018年９月30日）

当座貸越極度額 1,900,000千円 1,900,000千円

借入実行残高 －千円 －千円

差引額 1,900,000千円 1,900,000千円

 

（四半期連結損益計算書関係）

　前第２四半期連結累計期間（自　2017年４月１日　至　2017年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　

2018年４月１日　至　2018年９月30日）

　該当事項はありません。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　　　　※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、

　　　　　　下記のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 2017年４月１日
至 2017年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 2018年４月１日
至 2018年９月30日）

現金及び預金勘定 632,302千円 662,481千円

現金及び現金同等物 632,302千円 662,481千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2017年４月１日　至　2017年９月30日）

　１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2017年５月９日

取締役会
普通株式 33,168 5.00 2017年３月31日 2017年６月30日 利益剰余金

 

　２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

の末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

　３．株主資本の著しい変動

　株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2018年４月１日　至　2018年９月30日）

　１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年５月８日

取締役会
普通株式 33,161 5.00 2018年３月31日 2018年６月29日 利益剰余金

（注）　2018年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。「１株当たり配当額」につ

きましては、当該株式併合前の金額を記載しております。

 

　２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

の末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

　３．株主資本の著しい変動

　株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2017年４月１日　至　2017年９月30日）

　　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注１）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注２）

 洋紙卸売事業
不動産賃貸
事業

物流事業 計

売上高       

外部顧客への売上高 7,562,182 22,137 42,782 7,627,102 － 7,627,102

セグメント間の内部

売上高又は振替高
32 39,000 107,795 146,828 △146,828 －

計 7,562,215 61,137 150,577 7,773,930 △146,828 7,627,102

セグメント利益 152,636 21,996 10,985 185,617 △165,336 20,281

（注）１．セグメント利益の調整額△165,336千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社

費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2018年４月１日　至　2018年９月30日）

　　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注１）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注２）

 洋紙卸売事業
不動産賃貸
事業

物流事業 計

売上高       

外部顧客への売上高 7,148,243 22,155 41,748 7,212,147 － 7,212,147

セグメント間の内部

売上高又は振替高
58 39,000 118,079 157,138 △157,138 －

計 7,148,301 61,155 159,828 7,369,285 △157,138 7,212,147

セグメント利益 167,068 21,248 16,876 205,193 △177,784 27,409

（注）１．セグメント利益の調整額△177,784千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社

費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（金融商品関係）

　金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありま

せん。

 

（有価証券関係）

　有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありま

せん。

 

（デリバティブ取引関係）

　当社グループは、デリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。

 

（企業結合等関係）

　該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

　　　　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
（自　2017年４月１日
至　2017年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2018年４月１日
至　2018年９月30日）

１株当たり四半期純利益 47円83銭 175円84銭

（算定上の基礎）   

　親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 31,728 116,623

　普通株主に帰属しない金額（千円） － －

　普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益（千円）
31,728 116,623

　普通株式の期中平均株式数（株） 663,334 663,225

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．当社は、2018年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。前連結会計年度

の期首に当該株式併合が行われたと仮定して、１株当たり四半期純利益を算定しております。
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（重要な後発事象）

（株式併合及び単元株式数の変更等）

　当社は、2018年５月15日開催の取締役会において、2018年６月28日開催の第67回定時株主総会に株式併合及び

単元株式数の変更について付議することを決議し、同定時株主総会で承認可決され、2018年10月１日でその効力

が発生しております。

 

(1）株式併合及び単元株式数の変更の目的

　全国証券取引所は、「売買単位の集約に向けた行動計画」を発表し、全ての国内上場会社の普通株式の売買

単位を100株に統一することを目指しております。

　当社は東京証券取引所に上場する企業として、この趣旨を尊重し、当社株式の売買単位である単元株式数を

現行の1,000株から100株に変更することとし、併せて、当社株式につき、投資単位の水準を維持し、議決権数

に変更が生じることがないよう、10株を１株にする株式併合を実施するものであります。

 

(2）株式併合の内容

①　株式併合する株式の種類

　普通株式

②　株式併合の方法・割合

　2018年10月１日をもって、2018年９月30日（実質上同年９月28日）の最終の株主名簿に記載された株主の

所有株式10株につき１株の割合で併合いたしました。

③　株式併合により減少する株式数

株式併合前の発行済株式総数（2018年３月31日現在） 7,353,443株

株式併合により減少する株式数 6,618,099株

株式併合後の発行済株式総数 735,344株

 

(3）１株未満の端数が生じる場合の対応

　本株式併合の結果、１株に満たない端数が生じた場合には、会社法の定めに基づき、全ての端数株式を当社

が一括して処分し、その処分代金を端数が生じた株主に対して、端数の割合に応じて分配いたします。

 

(4）効力発生日における発行可能株式総数

2,000,000株

株式併合の割合にあわせて、従来の20,000,000株から2,000,000株に減少いたしました。

 

(5）単元株式数の変更の内容

株式併合の効力発生日と同時に、普通株式の単元株式数を1,000株から100株に変更いたしました。

 

(6）株式併合及び単元株式数の変更の日程

取締役会決議日 2018年５月15日

株主総会決議日 2018年６月28日

株式併合及び単元株式数の変更の効力発生日 2018年10月１日

 

(7）１株当たり情報に及ぼす影響

１株当たり情報に及ぼす影響については、当該箇所に記載しております。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社共同紙販ホールディングス(E02711)

四半期報告書

20/21



 
 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2018年11月９日

株式会社共同紙販ホールディングス

取締役会　御中

 

永和監査法人

 

 
代 表 社 員
業務執行社員

 公認会計士 荒　　川　　栄　　一　　印

 

 業務執行社員  公認会計士 伊　　藤　　嘉　　基　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社共同紙

販ホールディングスの2018年４月１日から2019年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2018年７月１

日から2018年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年９月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社共同紙販ホールディングス及び連結子会社の2018年９月30日

現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に

表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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